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Maintenance and Variation

of the Subtropical and Polar-frontal Jets

in the Global Atomosphere

Ikumi MITSUYOSHI

Abstract

In the upper troposphere, the subtropical jet and the polar-frontalal jet exist in both

of the Northen and Southern Hemisphere. The strength and location of the polar-frontal

jet is variable, whereas that of the subtropical jet is relatively steady. So, in the upper

troposphere, there are two states of the jets. One state is a double jets state, when both

of the subtropical and polar-frontal jets exist. Another is a single jet state, when the only

subtropical jet exists.

　 In this study, the maintainance and variation of the subtropical and polar-frontal jets

are investigated in associated with the wind speeds of the subtropical and polar-frontal

jets, by using the Eliasse-Palm (E-P) flux and its divergence.

　”Eliassen-Palm (E-P) cross sections” are meridional cross sections showing the Eliasse-

Palm flux F by arrows and its divergence by contours. The direction of F indicates the

relative importance of the principal eddy fluxes of heat and momentum. If the eddy

dynamics is Rossby wavelike, then F is also a measure of net wave propagation from one

height and latitude to another. The divergence of F reflects the magnitude of transient

and irreversible eddy processes at each hight and latitude. It is a direct measure of the

total forcing of the zonal-mean state by the eddies.

　 In the case of the strong subtropical jet, the eddies start to grow centered at around 45◦.

Then, in the upper troposphre, the E-P flux vectors turn equatorward at lower latitudes

than 45◦, signifying a poleward flux of westerly eddy momentum and turn polarward at

higher latitudes than 45◦, signifying a equatorward flux of westerly eddy momentum. As

a result, it is found that the eddies have a effect on intensifying the subtropical jet at

around 45◦ and then form the single jet state.

iv



　 In the case of the strong polar-frontal jet, the eddies start to grow centered at around

55◦ and the E-P flux vectors turn equatorward in the upper troposphere, signifying a

poleward flux of westerly eddy momentum. As a result, it is found that the eddies have

a effect on intensifying the polar-frontal jet at around 55◦ and then form the double jet

state.

　 In the case of the both strong subtropical and polar-frontal jets, the result is similar to

the case of the strong subtropical jet. The reason is that the wind speed of the subtropical

jet is much stronger than that of the polar-frontal jet.

Key Words: subtropical jet, polar-frontal jet, E-P flux (Eliassen-Palm flux),

　　　　　　 zonal mean zonal wind, eddy momentum flux, eddy heat flux
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1 はじめに

対流圏上層には、北半球・南半球ともに亜熱帯ジェット気流と寒帯前線ジェット気流と

呼ばれる二つのジェット気流が存在する。亜熱帯ジェットは、ジェット軸が 200 hPa面、緯

度 30度付近に存在し、位置・強さともに比較的安定している。その理由としては、成因

がハドレー循環に伴う角運動量輸送であることが挙げられる（図 1a）。それに対して、寒

帯前線ジェットは、ジェット軸が 300 hPa面、緯度 45～65度付近と位置の変動が激しい上

に強さも不安定である。成因は、中緯度における南北の温度勾配である（図 1b）。このた

め、寒帯前線ジェットの変動は、日本を含む中緯度の気候に大きな影響を与えている。そ

して、寒帯前線ジェットの位置・強さの変動が激しいために、対流圏上層では亜熱帯ジェッ

トと明瞭な寒帯前線ジェットが共存するダブルジェットの状態（図 2：南半球）と寒帯前

線ジェットが不明瞭で亜熱帯ジェットのみが存在するシングルジェットの状態（図 3：南半

球）が不規則に生じている。

　そんな中、Tanaka and Tokinaga (2002)によって、ジェットの傾圧性に伴って励起され

る傾圧不安定波と波のエネルギーの伝播の関係が明らかにされた。図 4、図 5はそれぞれ

北半球における亜熱帯ジェット、寒帯前線ジェットの傾圧性に伴って励起される傾圧不安

定波（Charneyモード、Polarモードとする）の高度場の構造（上：ジオポテンシャル高度

の順圧成分、下：ジオポテンシャルの振幅と位相）を表している。図 4上から、その構造

を見ると、Charneyモードは東西波数が 6で、北緯 45度付近を境に南側ではトラフ・リッ

ジ軸が南西から北東に傾いているために、西風運動量の北向き輸送が起こっていることが

わかる。そして北側では、トラフ・リッジ軸が南東から北西に傾いているために、西風運

動量の南向き輸送が起こっていることがわかる。このときのE-Pフラックスを示した図が

図 1cである。これらのことからCharneyモードによって、亜熱帯ジェット域と寒帯前線

ジェット域から西風運動量が奪われ、北緯 45度付近に向かって輸送されることがわかる。

そして、その結果北緯 45度付近で平均流が加速され、シングルジェットの状態となるよ

うな波のエネルギーの伝播が起こるということが示された。このとき、E-Pフラックスは

位相と直角の向きを示すことから、図 4下の位相を見ると、E-Pフラックスは北緯 45度

付近から立ち上がり、それより南側では南向き、北側では北向きを示すことがわかる。次

に、図 5上から、Polarモードの構造を見ると、東西波数が 3で、北緯 45度付近から北緯

60度付近にかけてトラフ・リッジ軸が南西から北東に傾いているために、西風運動量の

北向き輸送が起こっていることがわかる。このときの E-Pフラックスを示した図が図 1b

である。これらのことからPolarモードによって、北緯 45度付近から寒帯前線ジェット域

に向かって西風運動量が輸送されることがわかる。そして、その結果寒帯前線ジェットが
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加速されることにより、ダブルジェットの状態となるような波のエネルギーの伝播が起こ

るということが示された。このとき、図 4下の位相から、E-Pフラックスは北緯 75度付

近から立ち上がり、それより南側（北緯 30度付近まで）で南向きを示すことがわかる。

　また、Kim and Lee (2003)によって、亜熱帯ジェットが弱いときは明瞭な寒帯前線ジェッ

トが存在し、ダブルジェットの状態となるということ、亜熱帯ジェットが強いときは寒帯

前線ジェットが不明瞭となり、シングルジェットの状態となるということがモデル実験に

よって示された。それを表しているのが図 6で、横軸が亜熱帯ジェットの強さを表す指標

Qmaxであり、縦軸が緯度である。
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2 目的

本研究では、ジェットの強さを指標として、亜熱帯ジェット、寒帯前線ジェットの強さが

それぞれどのようなときに、ダブルジェット、シングルジェットの状態となるかというこ

とを波のエネルギーの伝播という観点から明らかにすることである。また、Tanaka and

Tokinaga (2002)の結果と比較し、亜熱帯ジェットが強いときは、Charneyモード（亜熱帯

ジェットの傾圧性に伴って励起される傾圧不安定波）の影響が強く、寒帯前線ジェットが強

いときは、Polarモード（寒帯前線ジェットの傾圧性に伴って励起される傾圧不安定波）の

影響が強いと考え、ジェットの維持や変動に寄与する波のエネルギーの伝播形態について

も調べる。具体的には亜熱帯ジェットと寒帯前線ジェットの強さで事例を選定し、その事例

の大気場の渦動エネルギー輸送について調べる。その際、E-Pフラックス (Eliassen-Palm

flux, Eliassen and Palm 1961)という物理量を導入し、その収束、発散についても調べる。

E-Pフラックスを用いることで、渦による運動量フラックスと熱フラックスを統合して表

現可能で、波動による大気の帯状平均流の加速・減速を定量的に表現可能である。
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3 使用データ

3.1 再解析データ

本研究で用いたデータは JRA-25 (Japanese Re-Analysis 25 years)の長期再解析データ

である (Ohnogi et al., 2005)。長期再解析とは、気象機関において現業的に実施される数

値予報・データ同化システムのプログラムを用いて、同一のシステムで十年以上の長期間

に渡る過去の観測データを与え、品質の一様な大気循環場と境界条件のデータセットを作

成することを指す。JRA-25長期再解析プロジェクトは、季節予報モデルの高度化や気候

研究のための高精度の気候データセットを作成し、気候の推移を正確に把握することを目

的に、気象庁と電力中央研究所との共同研究を核に 2001年度より 5ヵ年計画でスタート

し、2006年 3月に計算が終了したため、研究利用のための正式版データが公開されてい

る。

　使用データの詳細は以下の通りである。





期間 ： 1979年 1月 1日～2004年 12月 31日 (12UTC)

水平格子間隔 ： 2.5◦× 2.5◦

鉛直格子間隔 ： 1000, 925, 850, 700, 600, 500, 400, 300, 250, 200, 150,

100, 70, 50 hPaの 14層

要素 ： 水平流（u, v）、気温（T）

3.2 JRA-25データの詳細

3.2.1 仕様

JRA-25データの作成に使われた数値モデルは、気象庁の現業の天気予報で使われるモ

デルに基づく。2001年 3月時点で更新されたモデル（気象庁, 2002）に対して、再解析用

にいくつかの変更が施されている。主な変更点は、台風ボーガスの廃止、積雪観測データ

を活用した陸面解析の導入、ラジオゾンデの誤差補正の自動化、不正な浮遊ブイデータの

自動除去などである。データ同化手法には、3次元変分法（竹内, 2002）が用いられてい

る。空間解像度は、水平T106 (東西 320、南北 160のガウス格子で表現される）、鉛直 40

層（上端は 0.4 hPa）である。
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　再解析の入力データとして使用された観測データは、従来型観測と衛星リモートセンシ

ングによる観測に大別される。

　従来型データは、陸上の固定地点からの地上観測、船舶・ブイからの海上観測、気球に

よる高層観測、航空機による観測などである。JRA-25で使われた従来型データは、気象庁

で蓄積されたものと、欧州中期予報センター (ECMWF)の最新の再解析 (ERA-40, Uppala

et al., 2004)で整備されたものが中心である。

　衛星観測としては、TOVS（米国海洋大気庁 (NOAA)の極軌道環境観測衛星に搭載さ

れたTIROS型現業鉛直サウンダ）およびATOVS（改良型TOVS）と呼ばれる鉛直放射

探査計による放射輝度温度、SSM/I（米国国防省気象衛星DMSPのマイクロ波放射計セ

ンサー）による可降水量と積雪域情報、散乱計による海上風、静止気象衛星の雲画像の時

間変化から算出される風速 (Atmospheric Motion Vector, AMV)、MODIS（極軌道の地球

観測衛星TerraとAquaに搭載されている中分解能撮像分光放射計）による赤外画像と水

蒸気画像から算出される極域の風速が含まれる。

　この他、通常の観測データとは性質の異なるものとして、Fiorino (2002)による熱帯低

気圧周辺で推定された風速（以下、台風周辺風）、および中国の文献記録から気象庁によっ

てデジタル化された積雪深データが使われている。これらは、他の再解析では使われてい

ない、JRA-25独自の特徴である。

3.2.2 品質

従来型データが豊富に利用される対流圏では、全球平均気温の時間変化などの基本的

特性は、他の再解析データとほぼ同等である。それに対して、衛星観測の比重が増す成層

圏では、TOVSデータの欠測や特性変化の影響を受けて、気温が大きく変動する傾向があ

る。これは、データ同化において、数値モデルによる推定値が成層圏で比較的大きな誤差

をもつことに起因する。月平均降水強度の空間分布については、他のどの再解析データよ

りも現実的であり、総合的品質に優れている。また、台風周辺風が効果的に機能し、世界

中の熱帯低気圧が他の再解析データと比べて現実的に表現されている。しかしながら、対

象期間を二分して計算（1979–1990年と 1991–2004年）したことによる不連続性には注意

する必要がある。幸い、JRA-25では、気温や風速などの主要な出力要素については、両

期間の境となる 1990年末時点で、問題となる不連続性は認められていない。しかし、別

の問題として、成層圏水蒸気やアマゾン域の土壌水分が、時間とともに減少する欠点が明

らかになっている。これらはデータ同化システムの不備によるものであり、1990年末の
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接続時点での不連続は避けられない。

＜鉛直放射探査計データの変遷の影響＞

　観測データの変遷による最も大きな影響は、鉛直放射探査計データ (TOVS/ATOVS)に

関係するものである。この観測データは、JRA-25の対象期間にわたって存在するが、測

器の搭載される衛星が時代とともに変化する。また、TOVSからその改良型のATOVSへ

の切り替えでは、搭載される測器も大きく異なり、データ同化処理手順も大幅に異なる。

鉛直放射探査計データは、従来型観測データの少ないところでは、再解析データの品質を

大きく左右する重要なデータであるため、搭載衛星の変化やATOVSへの切り替えが再解

析データの品質に与える影響は非常に大きい。

＜成層圏＞

　 JRA-25の再解析システムでは、モデル面 40層のうち約 13層が成層圏に相当する。

　成層圏の再解析データには、予報モデルの境界条件として与えられるオゾンデータ、同

化計算に直接取り込まれる高層ゾンデの気温と水平風、それに衛星による各波長帯の輝度

温度が大きく影響する。ゾンデデータは、約 8割が北半球中高緯度の陸上のものであり、

また、各同化サイクルで使用データ数が大きく異なる。例えば、10 hPaレベルに届くデー

タの数は、00 Zと 12 Zでは 100–200個程度であるのに対し、06 Zと 18 Zでは 10個程度

である。一方、衛星データの観測データ数は、サイクルあたり 2000程度もあり、熱帯や

南半球中高緯度にも多くの観測データが得られるので、大気場に与える影響が大きい。成

層圏の水蒸気量は、物質循環や放射の研究者にとっては利用価値が高いが、JRA-25では

実用的な品質が得られなかったため、残念ながら公開される出力データ要素からは削除さ

れている。なお、JRA-25の計算に使われた予報モデルの放射過程では、オゾン以外の主

要成分が固定値として扱われている（成層圏の水蒸気は 2.5 ppm）。

3.3 平年値

本研究で用いた平年値は以下の手順で作成した。

� 上記の期間におけるカレンダーデー各日に対して 26年平均を計算

� �で計算した 365日分の平均値に対して Lanczosフィルター (Duchon, 1979)を施し、

低周波成分（60日以上）を抽出
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　なお、Lanczosフィルターの詳細は次の通りである。

＜ランチョスフィルター＞

１次元のランチョス高周波フィルターの重み係数wkは次のように表される。

wk =
sin(2πfck)

πk

sin(πk/n)

πk/n
　　　　　 (k = −n, · · · , 0, · · · , n)

　ここで、fcは元データ時間間隔をカットオフする周期で割ったカットオフ周波数、2n+1

がフィルタリングに際して使用する元データの時間方向の項数である。ただしw0として

は、分母、分子が共に 0に近づく極限をとって、w0 = 2fcとする。例えば日別値に対し

て、8日の高周波フィルターを施す場合は、fc＝１/８日＝ 0.125を用いる。項数を 15と

した場合には、w( − 7)からw7まで 15個の係数を上式によりあらかじめ求めておき、対

象となる日の前後 7日間のデータに対して、重みつきの 15日移動平均を行えばよい。低

周波フィルターは高周波フィルターの係数に−1をかけて得られる。また、任意の高周波

と低周波のフィルターを組み合わせてバンドパスフィルターとしても使用できる。

　今回の平年値作成のパラメータとしては、121項 60日周期カットオフとしたローパス

フィルターを使用した。
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4 解析手法

以下では、本研究で用いた解析手法について述べる。まず最初に、どのようなときにダ

ブルジェットまたはシングルジェットになるかということを調べるため、便宜的に亜熱帯

ジェットと寒帯前線ジェットの強弱を指標として場を分類し、対象事例を選定した。4.1節

では具体的な対象事例の選定方法について述べる。次に、4.2節では基礎方程式系から帯

状平均 (zonalmean)した方程式系と、渦動 (eddy)に関する方程式系を導き、それをもと

に 4.3節で E-Pフラックスという物理量を定義する。

4.1 対象事例の選定方法

南北両半球とも亜熱帯ジェットの存在域を 200 hPa、緯度 25～35度と定義し、寒帯前

線ジェットの存在域を 300 hPa、緯度 45～65度と定義した。そして、その領域の平均風速

bV cを亜熱帯ジェット、寒帯前線ジェットそれぞれに対して求めた。対象期間は、冬季の
みとし、本研究では冬季を北半球については JFM（1月、2月、3月）、南半球について

は JAS（7月、8月、9月）と定義した。これは、北半球において寒帯前線ジェットが比較

的明瞭に見えている時期が 3月であったので、北半球では 3月を含むように、南半球では

北半球に準じる時期になるよう冬季を設定したためである。次に、bV cの平年値を bV cc、
標準偏差 σを

σ =

√√√√ 1

n

n∑
i=1

(bV ci − bV cc)2

として、bV cc± 1σを求める。そして、

・亜熱帯ジェット:bV c ≥ bV cc + 1σ、寒帯前線ジェット:bV c ≥ bV cc + 1σのとき

亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞

・亜熱帯ジェット:bV c ≥ bV cc + 1σ、寒帯前線ジェット:bV c ≤ bV cc − 1σのとき

亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

・亜熱帯ジェット:bV c ≤ bV cc − 1σ、寒帯前線ジェット:bV c ≥ bV cc + 1σのとき

亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞
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・亜熱帯ジェット:bV c ≤ bV cc − 1σ、寒帯前線ジェット:bV c ≤ bV cc − 1σのとき

亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

として、各対象事例を選び出した。そして、選び出した各対象事例に対して 4.3節で定義

する E-Pフラックスを求め、それぞれの場合ごとにコンポジット解析を行った。

4.2 支配方程式系

4.2.1 基礎方程式系

はじめに、

z = − ln
P

P00

(1)

ρ0 = ρ00e
−z

P00 = ρ00RT00

とし、静力学平衡を仮定すると、

∂Φ

∂z
= RT (2)

このとき、球面座標系を用いた大気の基礎方程式系は以下のように表される。

• 水平方向の運動方程式
∂u

∂t
+

u

a cos θ

∂u

∂λ
+

v

a cos θ

∂

∂θ
(u cos θ) + w

∂u

∂z
− fv +

1

a cos θ

∂Φ

∂λ
= F ∗

λ (3)

∂v

∂t
+

u

a cos θ

∂v

∂λ
+

v

a

∂v

∂θ
+ w

∂v

∂z
+

u2 tan θ

a
+ fu +

1

a

∂Φ

∂θ
= F ∗

θ (4)

• 熱力学方程式
∂T

∂t
+

u

a cos θ

∂T

∂λ
+

v

a

∂T

∂θ
+ w(

∂T

∂z
+ κT ) =

J

Cp

(5)
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• 連続の式
1

a cos θ

∂u

∂λ
+

1

a cos θ

∂

∂θ
(v cos θ) +

∂w

∂z
− w = 0 (6)

ここで、u、vはそれぞれ東西風速、南北風速、w = dz
dt
、aを地球の半径、f をコリオリ

パラメータ、P00は地上気圧、Cpを定圧比熱、F ∗を摩擦項、J を非断熱加熱率の項とす

る。また、κ = R
Cp
とおいた。

dx ≡ a cos θdλ、dy ≡ adθとおくと、(6)式は

∂u

∂x
+

1

cos θ

∂

∂y
(v cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w) = 0 (7)

と書き直すことができる。また、(2)式を用いると、(5)式は

∂Φz

∂t
+ u

∂

∂x
Φz + v

∂

∂y
Φz + wS = κJ (8)

と書き直すことができる。ここで、

Φz =
∂Φ

∂z

S = R(
∂T

∂z
+ κT ) = H2N2

である。このとき、Sは静的安定度のパラメータ、Hはスケールハイト、N はブラント・

バイサラ振動数である。

次に、u、v、Φzに (7)式をかけ、それぞれ (3)式、(4)式、(8)式に加えると以下の方程式

系を得る。

∂u

∂t
+

∂

∂x
(u2) +

1

cos2 θ

∂

∂y
(uv cos2 θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0uw)− fv +

∂Φ

∂x
= F ∗

x (9)

∂v

∂t
+

∂

∂x
(uv) +

1

cos θ

∂

∂y
(v2 cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0vw) + (f +

u tan θ

a
)u +

∂Φ

∂y
= F ∗

y (10)

∂Φz

∂t
+

∂

∂x
(uΦz) +

1

cos θ

∂

∂y
(vΦz cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0wΦz) + κwΦz = κJ (11)

4.2.2 帯状平均した方程式系

(7)式、(9)式～(11)式の基礎方程式系から帯状平均の方程式系を導く。ある変数 ψに

ついて、ψ = ψ̄ + ψ′のように帯状平均流 (ψ̄)とそこからの偏差 (ψ′)に分けて、(7)式、(9)
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式～(11)式を書き直すと以下の方程式系が得られる。

∂ū

∂t
+

1

cos2 θ

∂

∂y
(ūv̄ cos2 θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0ūw̄)− fv̄ = −F̄x (12)

∂v̄

∂t
+

1

cos θ

∂

∂y
(v̄2 cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0v̄w̄) + (f +

ū tan θ

a
)ū +

∂Φ̄

∂y
= −F̄y (13)

∂Φ̄z

∂t
+

1

cos θ

∂

∂y
(v̄Φ̄z cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w̄Φ̄z) + κw̄Φ̄z = κJ̄ − Ḡ (14)

1

cos θ

∂

∂y
(v̄ cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w̄) = 0 (15)

ただし、

F̄x =
1

cos2 θ

∂

∂y
(u′v′ cos2 θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0u′w′)− F̄ ∗

x (16)

F̄y =
1

cos θ

∂

∂y
(v′2 cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0v′w′) +

u′2 tan θ

a
− F̄ ∗

y (17)

Ḡ =
1

cos θ

∂

∂y
(v′Φz′ cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w′Φz′) + κw′Φz′ (18)

これにより、(12)式～(15)式の右辺の F̄x、F̄y、Ḡに微小擾乱と摩擦項を取り込み、左

辺をすべて帯状平均流に関する項としてまとめることができる。

次に、(15)式を用いて (12)式～(14)式を書き直すと、

∂ū

∂t
+ v̄

∂ū

∂y
+ w̄

∂ū

∂z
− (f +

ū tan θ

a
)v̄ = −F̄x (19)

∂v̄

∂t
+ v̄

∂v̄

∂y
+ w̄

∂v̄

∂z
+ (f +

ū tan θ

a
)ū +

∂Φ̄

∂y
= −F̄y (20)

∂Φ̄z

∂t
+ v̄

∂Φ̄z

∂y
+ w̄S̄ = κJ̄ − Ḡ (21)

が得られる。

11



4.2.3 渦動成分の方程式系

基礎方程式系 (9)式～(11)式、(7)式から、帯状平均した方程式系 (19)式～(21)式を差

し引いたものを渦に関する式と定義すると、渦動の方程式系は以下のようになる。

D̄u′

Dt
− (f +

ū tan θ

a
)v′ − u′v̄ tan θ

a
+ v′

∂ū

∂y
+ w′∂ū

∂z
+

∂Φ′

∂x
= −Fx

′ (22)

D̄v′

Dt
+ (f +

ū tan θ

a
)u′ +

ūu′ tan θ

a
+ v′

∂v̄

∂y
+ w′∂v̄

∂z
+

∂Φ′

∂y
= −Fy

′ (23)

D̄Φz
′

Dt
+ v′

∂Φ̄z

∂y
+ w′∂Φ̄z

∂z
+ w′S = κJ ′ −G′ (24)

∂u′

∂x
+

1

cos θ

∂

∂y
(v′ cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w

′) = 0 (25)

ここで、

　





D̄

Dt
≡ ∂

∂t
+ ū

∂

∂x
+ v̄

∂

∂y
+ w̄

∂

∂z

Fx
′ =

∂

∂x
(u′2) +

1

cos2 θ

∂

∂y
[(u′v′ − u′v′) cos2 θ] +

1

ρ0

∂

∂z
[ρ0(u

′w′ − u′w′]− F ∗
x
′

Fy
′ =

∂

∂x
(u′v′) +

1

cos θ

∂

∂y
[(v′2 − v′2) cos θ]

　　　　　　　　　　　+(u′2 − u′2)
tan θ

a
+

1

ρ0

∂

∂z
[ρ0(v

′w′ − v′w′]− F ∗
y
′

G′ =
∂

∂x
(u′Φz

′) +
1

cos θ

∂

∂y
[(v′Φz

′ − v′Φz
′) cos θ]

　　　　　　　　　　　+κ(w′Φz
′ − w′Φz

′) +
1

ρ0

∂

∂z
[ρ0(w

′Φz
′ − w′Φz

′)]

である。

4.3 E-Pフラックスの定義

今、4.2.3節の渦動成分の方程式系に関して、波数m、角速度 ωの一様な正弦波を考え

ると、波の位相速度 cは次のように表される。

c =
ω̄a cos θ

m

このとき、波の移流方程式の関係から、 ∂
∂t
は−c ∂

∂x
と書き換えることができる。ここで、

非線形項 Fx
′、Fy

′、G′は渦動の大きさは小さいため無視できると仮定し、さらにスケー

12



ルアナリシスにより、v̄、w̄も無視できると仮定すると、渦動の方程式系 (22)式～(25)式

は以下のようになる。

(ū− c)
∂u′

∂x
− f̂v′ + w′∂ū

∂z
+

∂Φ′

∂x
= 0 (26)

(ū− c)
∂v′

∂x
+ f̃u′ +

∂Φ′

∂y
= 0 (27)

(ū− c)
∂Φz

′

∂x
− f̃v′

∂ū

∂z
+ Sw′ = 0 (28)

∂u′

∂x
+

1

cos θ

∂

∂y
(v′ cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w

′) = 0 (29)

ここで、

f̂ ≡ f +
ū tan θ

a
− ∂ū

∂y
　　,　　f̃ ≡ f +

2ū tan θ

a

エネルギーの式

　 (26)式に ρ0u
′、(27)式に ρ0v

′、(29)式に ρ0φ
′を掛けてすべて足し合わせると、

∂

∂x
[(ū− c)

1

2
ρ0(u

′2 + v′2) + ρ0u
′Φ′] +

1

cos θ

∂

∂y
(ρ0v

′Φ′ cos θ) +
∂

∂z
(ρ0w

′Φ′)

= −ρ0(
∂ū

∂y
+

ū tan θ

a
)u′v′ − ρ0u

′w′∂ū

∂z
+ ρ0w

′Φ′
z (30)

が得られる。次に、(28)式に ρ0Φ′z
S
を掛けると、

∂

∂x
[(ū− c)

1

2
ρ0

Φ′2
z

S
] =

f̃ρ0

S
v′Φz

′∂ū

∂z
− ρ0w

′Φ′
z (31)

が得られる。

　渦動成分の運動エネルギーと有効位置エネルギー方程式系は、(30)式と (31)式を足し

合わせることによって得られる。

∂

∂x
[(ū− c)E + ρ0u

′Φ′] +
1

cos θ

∂

∂y
(ρ0v

′Φ′ cos θ) +
∂

∂z
(ρ0w

′Φ′)

= −ρ0(
∂ū

∂y
+

ū tan θ

a
)u′v′ − ρ0u

′w′∂ū

∂z
+

f̃ρ0

S
v′Φz

′∂ū

∂z

ここで、

E =
1

2
ρ0(u

′2 + v′2 +
Φ′

z
2

S
)

13



である。

　上式を帯状平均すると、

1

cos θ

∂

∂y
(ρ0v′Φ′ cos θ) +

∂

∂z
(ρ0w′Φ′)

= −ρ0(
∂ū

∂y
+

ū tan θ

a
)u′v′ − ρ0u′w′∂ū

∂z
+

f̃ρ0

S
v′Φz

′∂ū

∂z
(32)

が得られる。

　今、波のエネルギーフラックスと子午面熱・運動量フラックスとのより直接的な関係を

明らかにするために、まず (26)式と (28)式に− 1
S

∂ū
∂z
を掛けたものを足し合わせると、

∂

∂x
[(ū− c)u′ + Φ′ − (ū− c)

∂ū

∂z

Φz
′

S
] = (f̂ − f̃

S

∂ū

∂z
)v′ (33)

となる。さらに、両辺に (ū − c)u′ + Φ′ − (ū − c)∂ū
∂z

Φz
′

S
を掛け、x方向で平均をとり、任

意の物理量ψに対してψ′ ∂ψ′
∂x

= 0が成り立つという関係を使うと、(33)式の左辺は 0にな

り、結果北向きΦ′フラックスは、

Φ′v′ = −(ū− c)u′v′ +
(ū− c)

S
v′Φz

′∂ū

∂z
(34)

となる。

　次に、(28)式で両辺にΦz
′を掛け、同様に平均すると、鉛直上向きΦ′

zフラックスは、

w′Φz
′ =

f̃

S
v′Φz

′∂ū

∂z
(35)

となる。

　ここで、(28)式に (ū− c)u′+Φ′を掛け、x方向で平均をとり、[(ū− c)u′+Φ′](ū− c)∂Φz
′

∂x

の項で部分積分すると、

−(ū− c)[(ū− c)
∂u′

∂x
+

∂Φ′

∂x
]Φ′

z − f̃
∂ū

∂z
[v′Φ′ + (ū− c)u′v′]

+S(ū− c)u′w′ + Sw′Φ′ = 0 (36)

となる。

　ここで、(26)式を使って第一項を−(ū− c)[f̂ v′Φz
′− ∂ū

∂z
w′Φz

′]に置き換え、(35)式を使っ

てw′Φz
′を消去し、(34)式を使って簡単化すると、

w′Φ′ = −(ū− c)u′w′ + f̂
(ū− c)

S
v′Φz

′ (37)
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となる。

　そして、得られた北向きΦ′フラックスΦ′v′と鉛直上向きΦ′フラックスw′Φ′を帯状平

均したエネルギーの式 (32)式に代入し両辺に共通な項でくくると、最終的に

1

cos2 θ

∂

∂y
[cos2 θ(−u′v′ +

1

S
v′Φz

′∂ū

∂z
)] +

1

ρ0

∂

∂z
[ρ0(−u′w′ +

f̂

S
v′Φz

′)] = 0 (38)

という関係が得られる。ただし、ū− c 6= 0のときである。

E-Pフラックスと波と平均流

　 (19)式～(21)式の帯状平均した方程式系で、さらに摩擦項や非断熱加熱項を無視すると、

∂ū

∂t
− f̂ v̄ + w̄

∂ū

∂z
= −F̄x (39)

(f +
ū tan θ

a
)ū +

∂Φ̄

∂y
= 0 (40)

∂Φ̄z

∂t
− f̃ v̄

∂ū

∂z
+ w̄S = −Ḡ (41)

1

cos θ

∂

∂y
(v̄ cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w̄) = 0 (42)

となる。ただし、

F̄x =
1

cos2 θ

∂

∂y
(u′v′ cos2 θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0u′w′)

Ḡ =
1

cos θ

∂

∂y
(v′Φ′

z cos θ) +
1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w′Φ′

z) + κw′Φ′
z

ここで、エネルギーの式から導いた (38)式から、F = (Fy, Fz)を定義すると、

Fy = a cos θ(−u′v′ +
1

S
v′Φz

′∂ū

∂z
) ∼ a cos θ(−u′v′)

Fz = a cos θ(−u′w′ + f̂
v′Φz

′

S
) ∼ a cos θ(f̂

v′Φz
′

S
)

となる。よって、(2)式を用いて、

F = (−u′v′, f̂
v′Φz

′

S
) = (−u′v′, f̂R

v′T ′

S
) (43)

このFが、E-Pフラックスである。

　次に、この E-PフラックスFの収束・発散∇ · Fを定義すると、

∇ · F =
1

cos θ

∂

∂y
(cos θFy) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0Fz) (44)
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である。

　 (43)式の水平成分 (Fy)は西風運動量の南北フラックス、鉛直成分 (Fz)は温位の南北フ

ラックスを表す。水平成分には負符号が付き、西風偏差（u′が正）が北向きに輸送（v′が

正）されれば u′v′は正となるので、E-Pフラックスの向きと逆向きに西風運動量が輸送さ

れることが分かる。(43)式の鉛直成分の場合、その場所の空気塊の温度が高ければ T ′の

値が正となり、それが北向きに輸送（v′が正）されれば v′T ′は正となるので、E-Pフラッ

クスの向きが上向き（下向き）のとき、北向き（南向き）に顕熱が輸送されることがわか

る。

TEM方程式系

(39)式～(42)式を∇ · Fを用いて表すと以下のようになる。
∂ū

∂t
− f̂ v̄∗ + w̄∗∂ū

∂z
=

1

a cos θ
∇ · F + F̄ ∗ (45)

(f +
ū tan θ

a
)ū +

∂Φ̄

∂y
= 0 (46)

∂Φ̄z

∂t
− f̃ v̄∗

∂ū

∂z
+ w̄∗S = κJ̄ (47)

1

cos θ

∂

∂y
(v̄∗ cos θ) +

1

ρ0

∂

∂z
(ρ0w̄

∗) = 0 (48)

ただし、

v̄∗ = v̄ − 1

ρ0

∂

∂z
(ρ0

v′Φz
′

S
)

w̄∗ = w̄ +
1

cos θ

∂

∂y
(
v′Φz

′

S
cos θ)

この v̄∗、w̄∗は残差循環と呼ばれる。

以上の操作により、基礎方程式系からE-PフラックスFを含むTEM (Transformed Eulerian

Mean)方程式系を導くことができた。

(45)式から、∇ ·Fが正のとき、つまりE-Pフラックスが発散するとき、渦によって帯状

平均東西風が加速されるような力が働くことがわかる。逆に、∇ ·Fが負のとき、つまり
E-Pフラックスが収束するとき、渦によって帯状平均東西風が減速されるような力が働く

ことがわかる。
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5 結果

5.1 ジェットの変動

図 7～図 11は、北半球 250hPa面における 1983年 2月の一か月分の風速の分布図であ

る。二本の青い線のうち、外側は北緯 30度、内側は北緯 55度を表している。これらの図

から、亜熱帯ジェットは位置や強さが比較的安定しているのに対して、寒帯前線ジェット

は北緯 55度付近で現れたり消えたりを繰り返し、位置・強さともに不安定であることが

分かる。このため、シングルジェットの状態とダブルジェットの状態が 5日程度の周期で

生じている。次に、図 12および図 13は、北半球における帯状平均風速の鉛直断面図であ

る。図 12は 1979年 3月 12日 12 UTCのもので、ダブルジェットの状態を、図 13は 1979

年 2月 17日のもので、シングルジェットの状態を示している。これらの図からも、亜熱

帯ジェットのジェット軸は 200hPa面、北緯 30度付近で安定しているのに対して、寒帯前

線ジェットのジェット軸は図 12では 300 hPa面、北緯 50度付近に存在しているが、図 13

では明瞭な寒帯前線ジェットが見られないことから、不安定であることが分かる。

5.2 事例

5.2.1 事例の選定

図 14および図 15は、それぞれ北半球、南半球における亜熱帯ジェット域と寒帯前線

ジェット域の領域平均帯状風速の時系列を表している。平均領域は、南北両半球ともに亜

熱帯ジェットが 200 hPa面、緯度 25度から緯度 35度で、寒帯前線ジェットが 300 hPa面、

緯度 45度から緯度 65度である。期間は、1979年から 2004年の冬季（北半球：1, 2, 3月、

南半球：7, 8, 9月）について計算したが、今回は 1979年冬季の結果だけを図に示す。赤

丸が亜熱帯ジェットについて、青丸が寒帯前線ジェットについての領域平均帯状風速であ

る。そして、黒い実線が平年値、その外側の二本の赤い実線、青い実線はそれぞれ標準偏

差を σとすると、(平年値+ 1σ)、(平年値− 1σ)を表す。この図から、ジェットの強さは 5

日周期程度で変動しており、北半球では亜熱帯ジェットの風速は 45 m/s前後、寒帯前線

ジェットの風速は 25 m/s前後であることが分かる。また、南半球では亜熱帯ジェットの風

速は 40 m/s前後、寒帯前線ジェットの風速は 30 m/s前後であることが分かる。
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5.2.2 各対象事例数

図 16は、南・北半球それぞれにおける亜熱帯ジェットと寒帯前線ジェットの強さで場

合分けした各対象事例数（日）の棒グラフである。このグラフから、北半球、南半球とも

に、亜熱帯ジェットが強いときには寒帯前線ジェットが弱く、亜熱帯ジェットが弱いときに

は寒帯前線ジェットが強いというシーソー構造のパターンが圧倒的に多いことがわかる。

この結果は、Kim and Lee (2003)の結果と一致している。

5.3 コンポジット解析

�　各場合ごとの対象事例の帯状平均風速のコンポジット解析図

{
北半球 · · ·図 17、22、27、32

南半球 · · ·図 37、42、47、52

　�　各場合ごとの対象事例の 250 hPa面における風速のコンポジット解析図

{
北半球 · · ·図 18、23、28、33

南半球 · · ·図 38、43、48、53

　�　各場合ごとの対象事例におけるE-Pフラックスとその収束・発散場のコンポジット

　　　解析図（赤いベクトルが E-Pフラックス、点線が収束、実線が発散）

{
北半球 · · ·図 19、24、29、34

南半球 · · ·図 39、44、49、54

　�　�に対応した、対象日から５日後のコンポジット解析図

{
北半球 · · ·図 20、25、30、35

南半球 · · ·図 40、45、50、55

　�　�に対応した、対象日から５日後のコンポジット解析図

{
北半球 · · ·図 21、26、31、36

南半球 · · ·図 41、46、51、56
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5.3.1 北半球

� 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞のとき

図 17から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、北緯 30度付近に存在し、ジェッ

ト軸を含む周辺領域は 8～10 m/s程度の正偏差域となっていることがわかる。寒帯前線

ジェットのジェット軸は 300 hPa面、北緯 50度から 60度付近に存在し、ジェット軸を含む

周辺領域には 10 m/sを超える正偏差が見られる。図 18から、西経 30度、北緯 20度付近

から西経 30度、北緯 60度付近にかけてらせん状に強風帯が存在し、亜熱帯ジェットと寒

帯前線ジェットが繋がった構造をしていることがわかる。図 19から、E-Pフラックスは、

北緯 40度から 50度付近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層ではほぼ鉛直上向き

成分 (Fz > 0)だけを示し、水平成分 (Fy)は 200 hPa面から 300 hPa面にかけて北緯 45度

付近を境に南側では南向き (Fy < 0)、北側では北向き (Fy > 0)を示した。また、E-Pフ

ラックスの収束・発散場を見ると、北緯 20度付近と北緯 50度から 60度付近に収束の極

大域があり、北緯 40度付近に発散の極大域が見られた。次に図 20から、対象日の 5日後

には亜熱帯ジェット域と寒帯前線ジェット域で帯状平均風速が弱まり、北緯 45度付近で強

まっていることがわかる。図 21を見ると、特に北米大陸上で亜熱帯ジェットの風速が弱

まっていることがわかる。

� 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

図 22から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、北緯 30度付近に存在し、ジェット

軸を含む周辺領域は 8～10 m/s程度の正偏差域となっていることがわかる。それに対し

て、寒帯前線ジェットは明瞭なジェット軸がほとんど見られず、北緯 55度付近には顕著な

偏差も見られない。図 23から、北緯 30度付近には全球を囲うように亜熱帯ジェットの強

風帯が存在し、北緯 55度付近には顕著な強風帯は見られないことがわかる。図 24から、

E-Pフラックスは、北緯 40度から 55度付近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層

ではほぼ鉛直上向き成分 (Fz > 0)だけを示し、水平成分 (Fy)は 200 hPa面から 300 hPa

面にかけて北緯 45度付近を境に南側では南向き (Fy < 0)、北側では北向き (Fy > 0)を示

した。また、E-Pフラックスの収束・発散場を見ると、北緯 20度付近に収束の極大域が

あり、北緯 35度付近と北緯 55度付近に発散の極大域が見られた。次に図 25から、対象

日の 5日後には寒帯前線ジェット域でのみ帯状平均風速が強まっていることがわかる。し

かし図 21と図 26を比べると、対象日とその 5日後でジェットの分布に顕著な変化は見ら

れないことがわかる。
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� 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞

図 27から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、北緯 30度付近に存在し、ジェット

軸を含む周辺領域には顕著な偏差は見られないことがわかる。寒帯前線ジェットのジェッ

ト軸は 300 hPa面、北緯 50度から 55度付近に存在し、ジェット軸を含む周辺領域には 10

m/sを超える正偏差が見られる。これは他の場合では見られない特徴である。寒帯前線

ジェット＜強＞という事例をうまく選び出せていることがわかる。図 28から、西経 60度、

北緯 20度付近から東経 30度、北緯 60度付近にかけてらせん状に強風帯が存在し、亜熱

帯ジェットと寒帯前線ジェットが繋がった構造をしていることがわかる。そして、他の場

合に比べて北大西洋上での寒帯前線ジェットが顕著であることがわかる。図 29から、E-P

フラックスは、北緯 50度から 60度付近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層では

ほぼ鉛直上向き成分 (Fz > 0)だけを示し、水平成分 (Fy)はほぼ全層、全緯度帯で、特に

200 hPa面から 300 hPa面にかけて南向き (Fy < 0)を示した。また、E-Pフラックスの収

束・発散場を見ると、北緯 20度付近に収束の極大域があり、北緯 40度付近と北緯 55度

付近に発散の極大域が見られた。次に図 30を見ると、対象日の 5日後には寒帯前線ジェッ

ト域で帯状平均風速が弱まっていることがわかる。図 31を見ると、特に北大西洋上で北

緯 55度付近の風速が弱まっていることがわかる。

� 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

図 32から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、北緯 30度付近に存在し、ジェット

軸を含む周辺領域には顕著な偏差は見られないことがわかる。寒帯前線ジェットのジェッ

ト軸はほとんど見られず、北緯 55度付近にも顕著な偏差は見られない。ただし、300 hPa

面、北緯 45度付近に 10 m/sを超える正偏差が見られる。図 33から、北緯 30度付近には

風速の絶対値は弱いながら全球を囲うように亜熱帯ジェットの強風帯が存在し、北緯 55度

付近には顕著な強風帯は見られないことがわかる。全体的に強風の分布域がまばらで、あ

まりきれいな帯状になっていない。図 34から、E-Pフラックスは、北緯 40度から 50度付

近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層ではほぼ鉛直上向き成分 (Fz > 0)だけを

示し、水平成分 (Fy)は 200 hPa面から 300 hPa面にかけて北緯 40付近を境に南側では南

向き (Fy < 0)、北側では北向き (Fy > 0)を示した。また、E-Pフラックスの収束・発散場

を見ると、北緯 25度付近と北緯 50度から 60度付近に収束の極大域があり、北緯 40度付

近に発散の極大域が見られた。また、他のケースに比べて、対流圏上層から成層圏下層に

見られるE-Pフラックスの絶対値が小さかった。次に図 35を見ると、対象日の 5日後に
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は亜熱帯ジェット域、寒帯前線ジェット域で帯状平均風速が強まっており、北緯 45度付近

で弱まっていることがわかる。図 36を見ると、北緯 55度付近では局所的に風速の大きい

ところが存在し、亜熱帯ジェットの強風帯が 5日前より帯状になっていることがわかる。

5.3.2 南半球

� 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞

図 37から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、南緯 30度付近に存在し、ジェッ

ト軸を含む周辺領域は 8～10 m/s程度の正偏差域となっていることがわかる。寒帯前線

ジェットのジェット軸は 300 hPa面、南緯 55度付近に存在し、ジェット軸を含む周辺領域

には 10 m/sを超える正偏差が見られる。図 38から、南緯 30度付近には全球を囲うよう

に亜熱帯ジェットの強風帯が存在し、南緯 55度付近にも全球を囲うように寒帯前線ジェッ

トの強風帯が存在している。このことから、北半球の場合よりも、特に寒帯前線ジェット

において風速が強い状態をよく抽出できていることがわかる。図 39から、E-Pフラック

スは、南緯 50度から 60度付近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層ではほぼ鉛直

上向き成分 (Fz > 0)だけを示し、水平成分 (Fy)は 200 hPa面から 300 hPa面にかけて南

緯 60度付近を境に南側では南向き (Fy < 0)、北側では北向き (Fy > 0)を示した。また、

E-Pフラックスの収束・発散場を見ると、南緯 20度付近に収束の極大域があり、南緯 40

度から 60度付近に発散の極大域が見られ、特に南緯 55度付近で大きな値を示していた。

次に図 40を見ると、対象日の 5日後には亜熱帯ジェット域、寒帯前線ジェット域で帯状平

均風速が弱まっており、南緯 45度付近で強まっていることがわかる。図 41を見ると、寒

帯前線ジェットの帯状構造がやや崩れ、東経 60度から西経 30度付近にかけて南緯 45度

付近で風速が強まっていることがわかる。

� 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

図 42から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、南緯 30度付近に存在し、ジェット

軸を含む周辺領域は 6～8 m/s程度の正偏差域となっていることがわかる。寒帯前線ジェッ

トのジェット軸はほとんど見られず、南緯 55度付近には顕著な偏差も見られない。図 43

から、南緯 30度付近には全球を囲うように亜熱帯ジェットの強風帯が存在し、南緯 55度

付近には顕著な強風帯は見られないことがわかる。図 44から、E-Pフラックスは、南緯

45度から 55度付近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層ではほぼ鉛直上向き成分
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(Fz > 0)だけを示し、水平成分 (Fy)は 200 hPa面から 300 hPa面にかけて南緯 50度付近

を境に南側では南向き (Fy < 0)、北側では北向き (Fy > 0)を示した。また、E-Pフラック

スの収束・発散場を見ると、南緯 20度付近に収束の極大域があり、南緯 30度から 60度

付近に発散の極大域が見られた。次に図 45を見ると、対象日の 5日後には帯状平均風速

が亜熱帯ジェット域で弱まっており、寒帯前線ジェット域で強まっている。しかし、図 41

からは、対象日とその 5日後で顕著な変化は読み取れない。

� 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞

図 47から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、南緯 30度付近に存在し、ジェット

軸を含む周辺領域には顕著な偏差は見られないことがわかる。寒帯前線ジェットのジェッ

ト軸は 300 hPa面、南緯 50度から 55度付近に存在し、ジェット軸を含む周辺領域には 10

m/sを超える正偏差が見られる。図 48から、南緯 30度付近には風速の絶対値は弱いなが

らも全球を囲うように亜熱帯ジェットの強風帯が存在し、南緯 55度付近にも全球を囲う

ように寒帯前線ジェットの強風帯が存在していることがわかる。図 49から、E-Pフラック

スは、南緯 50度から 60度付近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層ではほぼ鉛直

上向き成分 (Fz > 0)だけを示し、水平成分 (Fy)はほぼ全層で、特に 200 hPa面から 300

hPa面にかけて北向き (Fy > 0)を示した。また、E-Pフラックスの収束・発散場を見る

と、南緯 25度付近に収束の極大域があり、南緯 45度付近と南緯 55度付近に発散の極大

域が見られた。次に図 50を見ると、対象日の 5日後には帯状平均風速が差の絶対値は小

さいながらも亜熱帯ジェット域で強まっており、寒帯前線ジェット域で弱まっていること

がわかる。差が小さいために図 51からは、対象日とその 5日後で顕著な変化は読み取れ

ない。

� 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

図 52から、亜熱帯ジェットのジェット軸は 200 hPa面、南緯 35度付近に存在し、ジェット

軸を含む周辺領域には顕著な偏差は見られないことがわかる。寒帯前線ジェットのジェッ

ト軸はほとんど見られず、南緯 55度付近にも顕著な偏差は見られない。図 53から、南緯

30度付近には風速の絶対値は弱いながら全球を囲うように亜熱帯ジェットの強風帯が存在

し、南緯 55度付近には顕著な強風帯は見られないことがわかる。図 54から、E-Pフラッ

クスは、南緯 45度から 55度付近を中心に地表面から立ち上がり、対流圏下層ではほぼ鉛

直上向き成分 (Fz > 0)だけを示し、水平成分 (Fy)は 200 hPa面から 300 hPa面にかけて

南緯 50度付近を境に南側では南向き (Fy < 0)、北側では北向き (Fy > 0)を示した。また、
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E-Pフラックスの収束・発散場を見ると、南緯 25度付近に収束の極大域があり、南緯 40

度付近と南緯 60度付近に発散の極大域が見られた。次に図 55を見ると、対象日の 5日後

には帯状平均風速が亜熱帯ジェット域と南緯 60度付近で強まっており、南緯 40度付近で

弱まっていることがわかる。図 56を見ると、対象日に東経 60度付近で南緯 45度付近に

あった強風帯が弱まり、南緯 30度付近に強風帯が現れていることがわかる。
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6 考察

6.1 北半球

6.1.1 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞

E-Pフラックスの立ち上がる中心が北緯 40度から 50度付近であることから、北緯 40

度から 50度付近で顕熱の北向き輸送がさかんに起こっている。このことは、その緯度帯

で温度の鉛直勾配が大きい、つまり、傾圧性が大きいということを表している。また向き

から、200 hPa面から 300 hPa面にかけて、北緯 45度付近を境に南側では西風運動量の

北向き輸送が、北側では西風運動量の南向き輸送が起こっている。このことから、図 4の

構造に近く、Charneyモードの影響が強いと考えられる。これは、亜熱帯ジェット、寒帯

前線ジェットがともに強いという場合ではあるが、図 14からもわかるように亜熱帯ジェッ

トの風速の絶対値の方が寒帯前線ジェットの風速よりも 10 m/s程度大きいためと考えら

れる。E-Pフラックスの収束・発散場を見ても、亜熱帯ジェットの南側ではE-Pフラック

スが収束、つまり減速し、北側では発散、つまり加速するような波のエネルギーの伝播が

起こっている。それとともに、寒帯前線ジェット付近では収束、つまり減速するような波

のエネルギーの伝播が起こっている。これはまさにCharneyモードによる平均流の加速、

減速パターンと一致している。

　以上より、亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞のときには、亜熱帯ジェッ

トの傾圧性に伴う傾圧不安定波であるCharneyモードによって、シングルジェットの状態

になるような波のエネルギーの伝播が起こっていると考えられる。実際にも、対象日から

5日後には亜熱帯ジェット域、寒帯前線ジェット域でともに風速が弱まり、北緯 45度付近

で強まっており、北緯 45度付近でシングルジェットを形成していた。

6.1.2 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

E-Pフラックスの立ち上がる中心が北緯 40度から 55度付近であることから、北緯 40

度から 50度付近で顕熱の北向き輸送がさかんに起こっている。また向きから、200 hPa面

から 300 hPa面にかけて、北緯 45度付近を境に南側では西風運動量の北向き輸送が、北

側では西風運動量の南向き輸送が起こっている。このことから、亜熱帯ジェット、寒帯前

線ジェットがともに強いときと同様に、Charneyモードの影響が強いと考えられる。E-P
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フラックスの収束・発散場を見ても、亜熱帯ジェットの南側では E-Pフラックスが収束、

つまり減速し、北側では発散、つまり加速するような波のエネルギーの伝播が起こってい

る。しかし、Charneyモードでは、北緯 45度以北からも西風運動量が南に輸送され、寒

帯前線ジェット付近が減速されるはずであるが、今回の結果ではE-Pフラックスの収束・

発散場を見ると、北緯 55度付近にも発散の極大域があり、寒帯前線ジェットを加速する

ような波のエネルギーの伝播が起こっていることが分かる。これは、顕熱の南北フラック

スを表す E-Pフラックスの鉛直成分の発散による寄与が大きいものと考えられる。鉛直

成分の発散が大きい理由としては、理論的な東西波数 6の Charneyモードは、成層圏へ

鉛直伝播しないが、本研究の解析では、この Charneyモードの他に鉛直伝播するプラネ

タリー波も含まれていたためと考えられる。

　以上より、亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞のときには、亜熱帯ジェッ

トの傾圧性に伴う傾圧不安定波であるCharneyモードとプラネタリー波の影響によって、

ダブルジェットの状態になるような波のエネルギーの伝播が起こっていると考えられる。

実際には、対象日から 5日後には寒帯前線ジェット域でのみ帯状平均風速が強まっていた。

これは、4章の 45式から、帯状平均風速の加速・減速には E-Pフラックスの収束・発散

の効果のほかにコリオリトルクや摩擦などの効果も寄与しており、それらの効果の影響に

よるものと考えられる。

6.1.3 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞

E-Pフラックスの立ち上がる中心が北緯 50度から 60度付近であることから、北緯 50

度から 60度付近で顕熱の北向き輸送がさかんに起こっている。緯度帯が北半球における

他の場合よりも北よりである。また向きから、200 hPa面から 300 hPa面にかけて、全体

的に西風運動量の北向き輸送が起こっている。このことから、図 5の構造に近く、Polar

モードの影響が強いと考えられる。E-Pフラックスの収束・発散場を見ても、北緯 55度付

近に発散の極大域があり、寒帯前線ジェットを加速するような波のエネルギーの伝播が起

こっている。また、亜熱帯ジェットの南側ではE-Pフラックスが収束、つまり減速し、北

側では発散、つまり加速するような波のエネルギーの伝播が起こっていることから、Polar

モードの影響とともにCharneyモードの影響もあると考えられる。これは、図 14を見て

わかるように、亜熱帯ジェット＜弱＞の場合でも風速の絶対値が寒帯前線ジェット＜強＞

の場合よりも大きいため、亜熱帯ジェットの傾圧性に伴って励起される傾圧不安定波であ

るCharneyモードも共存しているためであると考えられる。
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　以上より、亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞のときには、亜熱帯ジェッ

トの傾圧性に伴う傾圧不安定波であるCharneyモードと寒帯前線ジェットの傾圧性に伴う

傾圧不安定波であるPolarモードによって、ダブルジェットの状態になるような波のエネ

ルギーの伝播が起こっていると考えられる。しかし、実際には対象日から 5日後では寒帯

前線ジェット域では逆に寒帯前線ジェットが減速していた。この理由としても、上記で述

べたように、コリオリトルクや摩擦などの影響が大きいということが考えられる。

6.1.4 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

この場合も、亜熱帯ジェット、寒帯前線ジェットがともに強い場合と同様に、E-Pフラッ

クスの立ち上がる中心が北緯 40度から 50度付近であることから、北緯 40度から 50度付

近で顕熱の北向き輸送がさかんに起こっている。また向きから、200 hPa面から 300 hPa

面にかけて、北緯 45度付近を境に南側では西風運動量の北向き輸送が、北側では西風運

動量の南向き輸送が起こっている。このことから、Charneyモードの影響が強いと考えら

れる。これは、亜熱帯ジェット、寒帯前線ジェットがともに弱いというケースであっても、

亜熱帯ジェット＜弱＞の場合の風速の絶対値の方が寒帯前線ジェット＜弱＞の場合の風速

よりも 10 m/s程度大きいためと考えられる。E-Pフラックスの収束・発散場も同様に、

亜熱帯ジェットの南側ではE-Pフラックスが収束、つまり減速し、北側では発散、つまり

加速するような波のエネルギーの伝播が起こっている。それとともに、寒帯前線ジェット

付近では収束、つまり減速するような波のエネルギーの伝播が起こっている。

　以上より、亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞のときには、亜熱帯ジェッ

トの傾圧性に伴う傾圧不安定波であるCharneyモードによって、シングルジェットの状態

になるような波のエネルギーの伝播が起こっていると考えられる。しかし、実際にはE-P

フラックスの収束・発散場から考えられる加速・減速パターンとはまったく逆に、亜熱帯

ジェット域、寒帯前線ジェット域でともに風速が強まり、北緯 45度付近で弱まっていた。

このときも、E-Pフラックスの収束・発散の効果よりもコリオリトルクや摩擦の効果が大

きく影響しているものと考えられる。
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6.2 南半球

6.2.1 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞

E-Pフラックスの立ち上がる中心が南緯 50度から 60度付近であることから、南緯 50

度から 60度付近で顕熱の南向き輸送がさかんに起こっている。これは、北半球の場合に

比べてより極側である。また向きから、200 hPa面から 300 hPa面にかけて、南緯 60度

付近を境に南側では西風運動量の北向き輸送が、北側では西風運動量の南向き輸送が起

こっている。このことから、図 5の構造に近く、Polarモードの影響が強いと考えられる。

E-Pフラックスの収束・発散場を見ても、南緯 55度付近ではE-Pフラックスが発散、つ

まり加速するような波のエネルギーの伝播が起こっている。また、亜熱帯ジェットの南側

では E-Pフラックスが収束、つまり減速し、北側では発散、つまり加速するような波の

エネルギーの伝播が起こっているが、顕著な極大域は見られず、Charneyモードの影響も

あるが、Polarモードの影響の方が大きいことが分かる。これは、図 37を見るとわかるよ

うに、他のケースに比べて比較的きれいに寒帯前線ジェットが強いというパターンを抽出

できているためと考えられる。そして、よく抽出できた理由としては、南半球では地形の

影響などが少ないために寒帯前線ジェットの強風帯が南緯 55度付近の緯度帯全体に一様

に分布しやすいためと考えられる。

　以上より、亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞のときには、寒帯前線ジェッ

トの傾圧性に伴う傾圧不安定波であるPolarモードによって、ダブルジェットの状態にな

るような波のエネルギーの伝播が起こっていると考えられる。しかし、実際には対象日か

ら 5日後には亜熱帯ジェット域、寒帯前線ジェット域でともに風速が弱まっていた。

6.2.2 亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

E-Pフラックスの立ち上がる中心が南緯 45度から 55度付近であることから、南緯 45

度から 55度付近で顕熱の南向き輸送がさかんに起こっている。また向きから、200 hPa

面から 300 hPa面にかけて、南緯 50度付近を境に南側では西風運動量の北向き輸送が、

北側では西風運動量の南向き輸送が起こっている。このことから、Charneyモードの影響

が強いと考えられる。しかし、E-Pフラックスの収束・発散場を見ると、亜熱帯ジェット

の北側ではE-Pフラックスが収束、つまり減速となっているのに対して、亜熱帯ジェット

の南側では発散場となっているものの顕著な極大域は見られず、南緯 40度から 60度付近

27



にかけて発散の弱い極大域があることから、南緯 40度から 60度付近が一様に加速される

ような波のエネルギーの伝播が起こっていると考えられる。

　以上より、亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞のときには、南緯 40度から

60度付近が一様に加速されるため、シングルジェットの状態かダブルジェットの状態かど

ちらにもなるような波のエネルギーの伝播が起こっていると考えられる。実際には対象日

から 5日後には寒帯前線ジェット域で風速が強まっており、ダブルジェットの状態に近づ

いていた。

6.2.3 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞

E-Pフラックスの立ち上がる中心が南緯 40度から 50度付近であることから、他の場合

よりも赤道寄りで顕熱の南向き輸送がさかんに起こっている。また向きから、200 hPa面

から 300 hPa面にかけて、ほぼ全体的に西風運動量の南向き輸送が起こっていることか

ら、Polarモードの影響が強いと考えられる。E-Pフラックスの収束・発散場を見ても、南

緯 55度付近に発散の極大域があり、寒帯前線ジェットを加速するような波のエネルギー

の伝播が起こっている。また、亜熱帯ジェットの北側ではE-Pフラックスが収束、つまり

減速し、南側では発散、つまり加速するような波のエネルギーの伝播が起こっていること

から、Polarモードの影響とともにCharneyモードの影響もあることが分かる。これは、

北半球の場合と同様に亜熱帯ジェット＜弱＞の場合でも風速の絶対値が寒帯前線ジェット

＜強＞の場合よりも大きいためであると考えられる。

　以上より、亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞のときには、亜熱帯ジェッ

トの傾圧性に伴う傾圧不安定波であるCharneyモードと寒帯前線ジェットの傾圧性に伴う

傾圧不安定波であるPolarモードによって、ダブルジェットの状態になるような波のエネ

ルギーの伝播が起こっていると考えられる。実際には対象日から 5日後には風速は亜熱帯

ジェット域では強まっていたが、寒帯前線ジェット域では弱まっていた。このときも、E-P

フラックスの収束・発散の効果が、特に寒帯前線ジェット域においてあまり大きくないと

考えられる。

6.2.4 亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞

E-Pフラックスの立ち上がる中心が南緯 45度から 55度付近であることから、南緯 45

度から 55度付近で顕熱の南向き輸送がさかんに起こっている。また向きから、200 hPa
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面から 300 hPa面にかけて、南緯 50度付近を境に南側では西風運動量の北向き輸送が、

北側では西風運動量の南向き輸送が起こっていることから、Charneyモードの影響が強い

と考えられる。E-Pフラックスの収束・発散場を見ると、亜熱帯ジェットの北側ではE-P

フラックスが収束、つまり減速し、南側では発散、つまり加速するような波のエネルギー

の伝播が起こっている。しかし、それとともに、南緯 65度付近でも発散、つまり平均流

を加速するような波のエネルギーの伝播が起こっている。これは、E-Pフラックスの鉛直

成分の発散の寄与が大きいためと考えられる。その理由としては、やはりプラネタリー波

の鉛直伝播の影響であると考えられる。

　以上より、亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞のときには、亜熱帯ジェッ

トの傾圧性に伴う傾圧不安定波であるCharneyモードと寒帯前線ジェットの傾圧性に伴う

傾圧不安定波であるPolarモードによって、ダブルジェットの状態になるような波のエネ

ルギーの伝播が起こっていると考えられる。実際にも亜熱帯ジェット域と南緯 60度付近

で風速が強まっていた。
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7 結論

7.1 北半球

寒帯前線ジェットが強く、亜熱帯ジェットが弱いときにはPolarモードの影響が強く、寒

帯前線ジェット域が加速されるため、ダブルジェットの状態となるような波のエネルギー

の伝播が起こっていることがわかった。しかし、亜熱帯ジェットもともに強いときには、亜

熱帯ジェットの風速が 50 m/s程度、寒帯前線ジェットの風速が 25 m/s程度と亜熱帯ジェッ

トの方がはるかに強いために、Charneyモードの影響の方が強く、亜熱帯ジェットの低緯

度側、寒帯前線ジェット域で減速、北緯 45度付近で加速が起こり、シングルジェットの状

態となるような波のエネルギーの伝播が起こっていることがわかった。同様に、亜熱帯

ジェットも寒帯前線ジェットも弱いときには、亜熱帯ジェットの風速が 30 m/s程度、寒帯

前線ジェットの風速が 15 m/s程度と亜熱帯ジェットの方が強いために、Charneyモードの

影響が強く、亜熱帯ジェットの低緯度側、寒帯前線ジェット域で減速、北緯 45度付近で加

速が起こり、シングルジェットの状態となるような波のエネルギーの伝播が起こっている

ことがわかった。最後に、亜熱帯ジェットが強く、寒帯前線ジェットが弱いときには E-P

フラックスが北緯 45度付近を中心に鉛直上向きに立ち上がり、300 hPa面付近から低緯

度側と高緯度側にほぼ水平に向かっていることから Charneyモードの影響が強く、北緯

45度付近で加速が起こるような波のエネルギーの伝播が起こっていることがわかる。し

かし、寒帯前線ジェット付近でも加速が起こっており、先行研究の結果とは違う結果が得

られた。これは、先行研究では東西波数 6の Charneyモードを理論的に抽出しているの

に対して、本研究の解析においては亜熱帯ジェットが強いとき、Charneyモードの影響が

強いだろうと考え、ジェットが強い事例を便宜的に選び出した。そのため、理論的な東西

波数 6の Charneyモードのほかにプラネタリー波も含まれており、そのプラネタリー波

が鉛直伝播したためと考えられる。

7.2 南半球

北半球と同様に、寒帯前線ジェットが強く、亜熱帯ジェットが弱いときには Polarモー

ドの影響が強く、寒帯前線ジェット域が加速されるため、ダブルジェットの状態となるよ

うな波のエネルギーの伝播が起こっていることがわかった。そして、亜熱帯ジェットもと

もに強いときには、北半球の結果とは異なり、Charneyモードの影響に加えてPolarモー
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ドの影響も強く、寒帯前線ジェット域が加速されるため、ダブルジェットの状態となるよ

うな波のエネルギーの伝播が起こっていることがわかった。次に、亜熱帯ジェットも寒帯

前線ジェットも弱いときには、E-Pフラックスが南緯 50度付近を中心に鉛直上向きに立

ち上がり、300 hPa面付近から低緯度側と高緯度側にほぼ水平に向かっていることから、

Charneyモードの影響が強く、南緯 45度付近で加速が起こるような波のエネルギーの伝

播が起こっていることがわかった。しかし、寒帯前線ジェット付近でも加速が起こってお

り、先行研究の結果とは違う結果が得られた。同様に、亜熱帯ジェットが強く、寒帯前線

ジェットが弱いときには E-Pフラックスが南緯 50度付近を中心に鉛直上向きに立ち上が

り、300 hPa面付近から低緯度側と高緯度側にほぼ水平に向かっていることからCharney

モードの影響が強く、南緯 45度付近で加速が起こるような波のエネルギーの伝播が起こっ

ているが、南緯 45度付近での加速はあまり顕著でないことがわかった。

　各場合ごとに対象事例日から 5日後の場について見たところ、E-Pフラックスの収束・

発散のパターンから考えられるジェットの加速・減速とは違う結果が得られる場合のほう

が多かった。このことから、E-Pフラックスの収束・発散の効果に加えてコリオリトルク

や摩擦の効果もジェットの加速・減速に対して大いに影響しているということがわかった。

　本研究では、E-PフラックスとE-Pフラックスの収束・発散場について対流圏内のみを

議論の対象としたが、成層圏への波のエネルギーの伝播形態についても今後の課題となり

うるだろう。
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表 1: 解析で用いた記号、添え字、定数など

u, v, w 風の東西、南北、鉛直成分

T 気温

f コリオリパラメータ

F,G 摩擦項、非断熱項

H スケールハイト

N ブラント・ヴァイサラ振動数

m 波数

ω̄ 角速度

x̄ 帯状平均成分

x′ 渦動成分

F E-Pフラックス

表 2: 解析で用いた物理定数

ρ00 空気密度　 (= 1.2 g/cm2)

a 地球の半径　 (= 6371220 m)

Cp 　定圧比熱　 (= 1004 J/kg·K)

35



図 1: 子午面循環と亜熱帯ジェット、寒帯前線ジェットの模式図　 (a)軸対象循環　 (b)中

緯度域で傾圧性の成長率が最も大きい場合　 (c)亜熱帯ジェット域で傾圧性の成長率が最

も大きい場合 (Kim and Lee, 2003より)
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図 2: 月平均帯状平均東西風速の鉛直断面図（南半球においてダブルジェットの場合）2005

年 3月 (気象庁, 2005より)

図 3: 月平均帯状平均東西風速の鉛直断面図（南半球においてシングルジェットの場合）

2006年 3月 (気象庁, 2006より)
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図 4: 傾圧不安定固有解 (Charneyモード)の高度場の構造（上：ジオポテンシャル高度の

順圧成分、下：ジオポテンシャルの振幅（実線）と位相（点線））（田中博, 2004より）
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図 5: 傾圧不安定固有解 (Polarモード)の高度場の構造（上：ジオポテンシャル高度の順

圧成分、下：ジオポテンシャルの振幅（実線）と位相（点線））（田中博, 2004より）
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図 6: モデル実験による亜熱帯ジェットの強さに伴う亜熱帯ジェットと寒帯前線ジェットの

位置の緯度変化　※横軸は亜熱帯ジェットの強さを表す指標Qmax（○：亜熱帯ジェット、

●：寒帯前線ジェット、□：今回は省略） (Kim and Lee, 2003より)

40



図 7: 北半球 250hPa面における風速の分布図 1983/02/01～06 12UTC
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図 8: 北半球 250hPa面における風速の分布図 1983/02/07～12 12UTC
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図 9: 北半球 250hPa面における風速の分布図 1983/02/13～18 12UTC
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図 10: 北半球 250hPa面における風速の分布図 1983/02/19～24 12UTC
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図 11: 北半球 250hPa面における風速の分布図 1983/02/25～28 12UTC
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図 12: 北半球　帯状平均風速の鉛直断面図 1979/03/12 12UTC（ダブルジェットのとき）

図 13: 北半球　帯状平均風速の鉛直断面図 1979/03/12 12UTC（シングルジェットのとき）
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Zonal Wind Speed [m/s] at SJ and PJ areas
(averaged SJ:200hPa,25N-35N  PJ:300hPa,45N-65N)

(1979JAN1-1979MAR31)
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図 14: 北半球　領域平均帯状風速と平年値、標準偏差　（赤：亜熱帯ジェット、青：寒帯

前線ジェット、1979年 7月-9月）
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図 15: 南半球　領域平均帯状風速と平年値、標準偏差　（赤：亜熱帯ジェット、青：寒帯

前線ジェット、1979年 7月-9月）
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図 16: 亜熱帯ジェットと寒帯前線ジェットの強さで場合分けした各対象事例数
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図 17: 北半球 JFMにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線

ジェット＜強＞）

図 18: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、

寒帯前線ジェット＜強＞） 49



図 19: 北半球 JFMにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 20: 北半球 JFMにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強

＞、寒帯前線ジェット＜強＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 21: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 22: 北半球 JFMにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線

ジェット＜弱＞）

図 23: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、

寒帯前線ジェット＜弱＞） 52



図 24: 北半球 JFMにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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図 25: 北半球 JFMにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強

＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 26: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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図 27: 北半球 JFMにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線

ジェット＜強＞）

図 28: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、

寒帯前線ジェット＜強＞） 55



図 29: 北半球 JFMにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 30: 北半球 JFMにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱

＞、寒帯前線ジェット＜強＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 31: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 32: 北半球 JFMにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線

ジェット＜弱＞）

図 33: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、

寒帯前線ジェット＜弱＞） 58



図 34: 北半球 JFMにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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図 35: 北半球 JFMにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱

＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 36: 北半球 JFM、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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図 37: 南半球 JASにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線

ジェット＜強＞）

図 38: 南半球 JAS、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、

寒帯前線ジェット＜強＞） 61



図 39: 南半球 JASにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 40: 南半球 JASにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強

＞、寒帯前線ジェット＜強＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 41: 南半球 JAS、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 42: 南半球 JASにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線

ジェット＜弱＞）

図 43: 南半球 JAS、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強＞、

寒帯前線ジェット＜弱＞） 64



図 44: 南半球 JASにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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図 45: 南半球 JASにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜強

＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 46: 南半球 JAS、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜強＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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図 47: 南半球 JASにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線

ジェット＜強＞）

図 48: 南半球 JFM、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、

寒帯前線ジェット＜強＞） 67



図 49: 南半球 JASにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 50: 南半球 JASにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱

＞、寒帯前線ジェット＜強＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 51: 南半球 JAS、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜強＞）
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図 52: 南半球 JASにおける対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線

ジェット＜弱＞）

図 53: 南半球 JAS、250hPa面における対象事例の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱＞、

寒帯前線ジェット＜弱＞） 70



図 54: 南半球 JASにおける E-Pフラックス（ベクトル）とその収束（点線）・発散（実

線）のコンポジット図（亜熱帯ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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図 55: 南半球 JASにおける対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯ジェット＜弱

＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）陰影部は（５日後の帯状平均風速）－（対象事例日の帯状

平均風速）

図 56: 南半球 JAS、250hPa面における対象事例日から５日後の風速の平均場（亜熱帯

ジェット＜弱＞、寒帯前線ジェット＜弱＞）
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